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（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等（消費税および地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。 

３．第37期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在

するものの１株当たり四半期純損失金額であるため記載しておりません。 

４．第38期第１四半期連結累計期間および第37期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第37期 

第１四半期連結 
累計期間 

第38期 
第１四半期連結 

累計期間 
第37期 

会計期間 
自 平成23年12月１日
至 平成24年２月29日

自 平成24年12月１日 
至 平成25年２月28日 

自 平成23年12月１日
至 平成24年11月30日

売上高 （千円）  3,473,686  2,883,518  17,233,797

経常利益又は経常損失（△） （千円）  △50,864  114,783  202,685

四半期（当期）純利益 

又は四半期純損失（△） 
（千円）  △9,659  128,795  26,420

四半期包括利益又は包括利益 （千円）  107,844  689,953  183,764

純資産額 （千円）  8,782,008  9,484,069  8,842,054

総資産額 （千円）  16,630,393  16,241,163  15,706,773

１株当たり四半期（当期）純利益金額 

又は１株当たり四半期純損失金額（△） 
（円）  △0.51  6.75  1.38

潜在株式調整後１株当たり 

四半期（当期）純利益金額 
（円）  －  －  －

自己資本比率 （％）  52.4  57.8  55.8

２【事業の内容】

2013/04/17 17:04:5912897310_第１四半期報告書_20130417170435

- 2 -



当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

  

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 

  

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社および連結子会社）が判

断したものであります。 

  

(１）業績の状況 

当第１四半期連結累計期間（平成24年12月１日～平成25年２月28日）におけるわが国経済は、昨年度末に発足し

た新政権下での大胆な金融緩和をはじめとする経済成長戦略への期待感から、円安・株高が進行する等、景況感に

明るい兆しが見られたものの、海外景気は欧州債務問題や新興国の景気鈍化が続く等、依然として不透明な状況で

推移いたしました。 

このような市場環境の下、当社グループは、高収益事業に経営資源を集中し、継続的なコストコントロールを実

施することで収益力の改善に取り組んでまいりました。 

その結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は2,883百万円（前年同四半期比17.0％減）、営業損益は17百万円

の損失（前年同四半期は106百万円の損失）、経常損益は114百万円の利益（前年同四半期は50百万円の損失）、四

半期純損益は128百万円の利益（前年同四半期は９百万円の損失）となりました。 

  

セグメントの業績は次のとおりであります。 

① 商社事業 

商社事業については、映像・メディア等のパッケージ販売から撤退した影響により前年同四半期に比べ売

上高は減少いたしましたが、コスト削減に取り組んだことにより収益力が改善いたしました。 

その結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は1,756百万円（前年同四半期比24.9%減）、セグメント利

益は49百万円（前年同四半期は26百万円の損失）となりました。 

  

② プリフォーム事業 

プリフォーム事業については、中国の景気減速による消費低迷の影響により、中国国内飲料メーカー向け

のプリフォーム販売は苦戦したものの、日本国内飲料メーカー向けのプリフォーム販売が増加し前年同四半

期に比べ赤字幅が縮小いたしました。 

その結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は810百万円（前年同四半期比5.8%増）、セグメント損失は

12百万円（前年同四半期は59百万円の損失）となりました。 

  

③ その他の事業 

その他の事業については、企業間の競争が激化する中、輸送用リサイクルプラスチックパレットの販売単

価が下落したことにより前年同四半期に比べ売上高が減少いたしました。このような状況下、収益力の改善

に向けて抜本的なコスト構造改革に取り組んでおります。 

その結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は329百万円（前年同四半期比23.3%減）、セグメント損失

は20百万円（前年同四半期は21百万円の利益）となりました。 

  

（注）１．当社の消費税等に係る会計処理は、税抜方式によっているため、「３ 財政状態、経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況の分析（１）業績の状況」に記載した金額には消費税等は含まれておりません。 

２．「３ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析（１）業績の状況」のセグメントの業績

に記載している売上高は、セグメント間の内部取引を含んだ金額を記載しております。 

  

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(２）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

(３）研究開発活動 

金額が僅少のため、記載を省略しております。なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究

開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

  

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  40,000,000

計  40,000,000

種類 
第１四半期会計期間末 
現在発行数（株） 
（平成25年２月28日） 

提出日現在発行数（株）
（平成25年４月15日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  19,354,596  19,354,596
東京証券取引所 

（市場第一部） 
単元株式数 100株 

計  19,354,596  19,354,596 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高 
（株) 

資本金 
増減額 
（千円） 

資本金 
残高 

（千円） 

資本準備金 
増減額 
（千円) 

資本準備金 
残高 

（千円） 

平成24年12月１日～ 

平成25年２月28日 
 －  19,354,596 － 5,527,829  －  1,783,821

（６）【大株主の状況】
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当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成24年11月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

  

①【発行済株式】 

（注）１．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,600株含まれておりま

す。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数16個が含まれておりま

す。 

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式59株が含まれております。 

  

②【自己株式等】 

  

該当事項はありません。 

  

  

（７）【議決権の状況】

  平成25年２月28日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式    262,800
― ― 

完全議決権株式（その他）(注)１ 普通株式  19,027,000 190,270 ― 

単元未満株式 (注)２ 普通株式      64,796 ― １単元（100株）未満の株式 

発行済株式総数 19,354,596 ― ― 

総株主の議決権 ― 190,270 ― 

  平成25年２月28日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 

所有株式数 
（株） 

他人名義 
所有株式数 
（株） 

所有株式数 
の合計 
（株） 

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 

の割合（％）

（自己保有株式） 

アルテック株式会社 
東京都中央区入船二丁目１番１号  262,800 ―  262,800  1.35

計 ―  262,800 ―  262,800  1.35

２【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成24年12月１日から平成

25年２月28日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成24年12月１日から平成25年２月28日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、東陽監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成24年11月30日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成25年２月28日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,493,585 2,892,541

受取手形及び売掛金 3,284,701 2,099,670

商品及び製品 1,542,337 1,980,520

原材料及び貯蔵品 327,814 424,156

前渡金 354,507 426,526

繰延税金資産 2,119 2,171

その他 364,953 397,943

貸倒引当金 △34,137 △30,685

流動資産合計 8,335,883 8,192,844

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,353,656 1,880,141

機械装置及び運搬具（純額） 2,207,373 2,434,112

土地 79,170 79,170

リース資産（純額） 205,974 207,152

建設仮勘定 559,883 320,759

その他（純額） 622,293 654,452

有形固定資産合計 5,028,351 5,575,788

無形固定資産   

ソフトウエア 28,149 24,795

その他 419,453 482,631

無形固定資産合計 447,602 507,427

投資その他の資産   

投資有価証券 329,122 378,350

関係会社出資金 1,001,732 994,789

長期貸付金 31,020 30,420

長期預金 ※2  200,000 ※2  200,000

敷金及び保証金 193,252 211,945

繰延税金資産 26,478 31,718

その他 127,693 131,733

貸倒引当金 △14,364 △13,854

投資その他の資産合計 1,894,935 1,965,102

固定資産合計 7,370,889 8,048,319

資産合計 15,706,773 16,241,163
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成24年11月30日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成25年２月28日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,778,077 1,727,638

短期借入金 ※3  1,537,095 ※3  1,487,305

1年内償還予定の社債 20,000 20,000

未払費用 453,784 291,635

未払法人税等 35,061 20,715

前受金 1,259,523 1,639,862

リース債務 58,394 67,666

受注損失引当金 2 136

未払金 305,183 224,681

繰延税金負債 14,070 20,855

その他 25,322 36,851

流動負債合計 5,486,516 5,537,349

固定負債   

社債 50,000 40,000

長期借入金 ※3  1,087,967 ※3  920,256

繰延税金負債 83,327 100,247

リース債務 149,917 152,023

その他 6,989 7,215

固定負債合計 1,378,202 1,219,744

負債合計 6,864,718 6,757,094

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,527,829 5,527,829

資本剰余金 2,309,494 2,252,219

利益剰余金 1,736,659 1,865,454

自己株式 △222,796 △222,800

株主資本合計 9,351,187 9,422,703

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 2,934 26,032

繰延ヘッジ損益 9,023 13,269

為替換算調整勘定 △599,703 △69,854

その他の包括利益累計額合計 △587,745 △30,552

少数株主持分 78,612 91,919

純資産合計 8,842,054 9,484,069

負債純資産合計 15,706,773 16,241,163
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年12月１日 
 至 平成24年２月29日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年12月１日 

 至 平成25年２月28日) 

売上高 3,473,686 2,883,518

売上原価 2,940,895 2,252,340

売上総利益 532,790 631,178

販売費及び一般管理費 639,700 648,994

営業損失（△） △106,910 △17,816

営業外収益   

受取利息 6,303 1,762

為替差益 36,638 124,905

持分法による投資利益 33,007 21,570

その他 23,967 20,035

営業外収益合計 99,916 168,274

営業外費用   

支払利息 38,842 28,078

支払手数料 2,322 1,567

その他 2,705 6,028

営業外費用合計 43,871 35,673

経常利益又は経常損失（△） △50,864 114,783

特別利益   

投資有価証券売却益 29,999 －

移転補償金 － 153,010

受取保険金 28,150 －

災害損失引当金戻入額 8,411 －

特別利益合計 66,561 153,010

特別損失   

固定資産売却損 － 44,945

固定資産除却損 － 35,393

災害による損失 8,321 －

工場移転費用 － 43,824

特別損失合計 8,321 124,162

税金等調整前四半期純利益 7,375 143,631

法人税、住民税及び事業税 13,113 10,407

法人税等調整額 1,544 463

法人税等合計 14,658 10,870

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△7,283 132,760

少数株主利益 2,376 3,964

四半期純利益又は四半期純損失（△） △9,659 128,795
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年12月１日 
 至 平成24年２月29日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年12月１日 

 至 平成25年２月28日) 

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△7,283 132,760

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 20,903 23,097

繰延ヘッジ損益 39,456 4,246

為替換算調整勘定 54,767 529,848

その他の包括利益合計 115,127 557,192

四半期包括利益 107,844 689,953

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 105,674 676,646

少数株主に係る四半期包括利益 2,169 13,306
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（税金費用の計算） 

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後

の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

  

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】
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 １ 貸出コミットメント 

当社は、運転資金及び事業投資資金の機動的、効率的な資金調達を行うことを目的に、金融機関７社との間で貸

出コミットメント契約を締結しております。貸出コミットメントに係る借入未実行残高等は次の通りであります。

  

※２ 長期預金 

前連結会計年度（平成24年11月30日） 

長期預金200,000千円（当初預入期間15年、満期日平成31年３月25日）は、期限前解約権を預入銀行のみが保

有しており、当社から解約を行う場合、預入銀行所定の中途解約精算金を支払う必要があります。これにより預

金元本を毀損する可能性があります。 

  

当第１四半期連結会計期間（平成25年２月28日） 

長期預金200,000千円（当初預入期間15年、満期日平成31年３月25日）は、期限前解約権を預入銀行のみが保

有しており、当社から解約を行う場合、預入銀行所定の中途解約精算金を支払う必要があります。これにより預

金元本を毀損する可能性があります。 

  

※３ 財務制限条項等 

前連結会計年度（平成24年11月30日） 

(1） 当社の株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行を主幹事とするシンジケートローン契約（契約日平成20年３月26日、

借入残高100,000千円）には、下記の財務制限条項が付されており、当該条項に抵触した場合は、契約上の

全ての債務について期限の利益を喪失する可能性があります。 

① 各年度の決算期の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額を、当該決算期の直前の決算期の末

日または平成19年11月期の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額のいずれか大きい方の75％以

上に維持する。 

② 各年度の決算期の末日における連結損益計算書の経常損益について、２期連続して損失を計上しない。

また、その他の条項の主なものとして、担保提供資産、資産譲渡、出資維持等に一定の制限が設けられて

おります。 

(2） 当社の株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行を主幹事とするシンジケートローン契約（契約日平成20年３月26日、

借入極度額1,100,000千円、借入残高440,000千円）には、下記の財務制限条項が付されており、当該条項に

抵触した場合は、契約上の全ての債務について期限の利益を喪失する可能性があります。 

① 各年度の決算期の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額を、当該決算期の直前の決算期の末

日または平成19年11月期の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額のいずれか大きい方の75％以

上に維持する。 

② 各年度の決算期の末日における連結損益計算書の経常損益について、２期連続して損失を計上しない。

また、その他の条項の主なものとして、担保提供資産、資産譲渡、出資維持等に一定の制限が設けられて

おります。 

(3） 連結子会社である愛而泰可新材料（蘇州）有限公司と東銀利市（香港）有限公司との金銭消費貸借契約

（契約日平成21年３月20日、借入残高510千アメリカドル（42,454千円））には、下記の財務制限条項が付

されており、当該条項に抵触した場合は、契約上の全ての債務について期限の利益を喪失する可能性があり

ます。 

① 各年度の決算期の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額を、平成20年11月期の末日における

連結貸借対照表の純資産の部の金額の70％以上に維持する。 

② 各年度の決算期の末日における愛而泰可新材料（蘇州）有限公司の損益計算書の経常損益額と減価償却

実施額の単純合算額について、２期連続して損失を計上しない。 

また、その他の条項の主なものとして、担保提供資産、資産譲渡、出資維持等に一定の制限が設けられて

おります。 

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

  
前連結会計年度 

（平成24年11月30日） 
当第１四半期連結会計期間 
（平成25年２月28日） 

貸出コミットメント総額 千円 2,250,000 千円 2,250,000

借入実行残高  1,100,000  1,100,000

差引額  1,150,000  1,150,000
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(4） 連結子会社である愛而泰可新材料（広州）有限公司と東銀利市（香港）有限公司との金銭消費貸借契約

（契約日平成21年３月25日、借入残高510千アメリカドル（42,454千円））には、下記の財務制限条項が付

されており、当該条項に抵触した場合は、契約上の全ての債務について期限の利益を喪失する可能性があり

ます。 

① 各年度の決算期の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額を、平成20年11月期の末日における

連結貸借対照表の純資産の部の金額の70％以上に維持する。 

② 各年度の決算期の末日における愛而泰可新材料（広州）有限公司の損益計算書の経常損益額と減価償却

実施額の単純合算額について、２期連続して損失を計上しない。 

また、その他の条項の主なものとして、担保提供資産、資産譲渡、出資維持等に一定の制限が設けられて

おります。 

(5） 連結子会社である愛而泰可新材料（広州）有限公司と東銀利市（香港）有限公司との金銭消費貸借契約

（契約日平成23年２月18日、借入残高1,421千アメリカドル（118,191千円））には、下記の財務制限条項が

付されており、当該条項に抵触した場合は、契約上の全ての債務について期限の利益を喪失する可能性があ

ります。 

① 各年度の決算期の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額を、平成22年11月期の末日における

連結貸借対照表の純資産の部の金額の70％以上に維持する。 

② 各年度の決算期の末日における愛而泰可新材料（広州）有限公司の損益計算書の経常損益額と減価償却

実施額の単純合算額について、２期連続して損失を計上しない。 

また、その他の条項の主なものとして、担保提供資産、資産譲渡、出資維持等に一定の制限が設けられて

おります。 

(6） 連結子会社である愛而泰可新材料（蘇州）有限公司と東銀利市（香港）有限公司との金銭消費貸借契約

（契約日平成23年４月28日、借入残高1,563千アメリカドル（129,943千円））には、下記の財務制限条項が

付されており、当該条項に抵触した場合は、契約上の全ての債務について期限の利益を喪失する可能性があ

ります。 

① 各年度の決算期の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額を、平成22年11月期の末日における

連結貸借対照表の純資産の部の金額の70％以上に維持する。 

② 各年度の決算期の末日における愛而泰可新材料（蘇州）有限公司の損益計算書の経常損益額と減価償却

実施額の単純合算額について、２期連続して損失を計上しない。 

また、その他の条項の主なものとして、担保提供資産、資産譲渡、出資維持等に一定の制限が設けられて

おります。 

(7） 当社の株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行を主幹事とするシンジケートローン契約（契約日平成24年３月19日、

借入極度額1,150,000千円、借入残高－千円）には、下記の財務制限条項が付されており、当該条項に抵触

した場合は、契約上の全ての債務について期限の利益を喪失する可能性があります。 

① 各年度の決算期の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額を、当該決算期の直前の決算期の末

日または平成23年11月期の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額のいずれか大きい方の75％以

上に維持する。 

② 各年度の決算期の末日における連結損益計算書の経常損益について、２期連続して損失を計上しない。

また、その他の条項の主なものとして、担保提供資産、資産譲渡、出資維持等に一定の制限が設けられて

おります。 

(8） 連結子会社である愛而泰可新材料（蘇州）有限公司と東銀利市（香港）有限公司との金銭消費貸借契約

（契約日平成24年４月３日、借入残高1,008千アメリカドル（83,840千円））には、下記の財務制限条項が

付されており、当該条項に抵触した場合は、契約上の全ての債務について期限の利益を喪失する可能性があ

ります。 

① 各年度の決算期の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額を、平成23年11月期の末日における

連結貸借対照表の純資産の部の金額の70％以上に維持する。 

② 各年度の決算期の末日における愛而泰可新材料（蘇州）有限公司の損益計算書の経常損益額と減価償却

実施額の単純合算額について、２期連続して損失を計上しない。 

また、その他の条項の主なものとして、担保提供資産、資産譲渡、出資維持等に一定の制限が設けられて

おります。 
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当第１四半期連結会計期間（平成25年２月28日） 

(1） 当社の株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行を主幹事とするシンジケートローン契約（契約日平成20年３月26日、

借入残高 千円）には、下記の財務制限条項が付されており、当該条項に抵触した場合は、契約上の

全ての債務について期限の利益を喪失する可能性があります。 

① 各年度の決算期の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額を、当該決算期の直前の決算期の末

日または平成19年11月期の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額のいずれか大きい方の75％以

上に維持する。 

② 各年度の決算期の末日における連結損益計算書の経常損益について、２期連続して損失を計上しない。

また、その他の条項の主なものとして、担保提供資産、資産譲渡、出資維持等に一定の制限が設けられて

おります。 

(2） 当社の株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行を主幹事とするシンジケートローン契約（契約日平成20年３月26日、

借入極度額 千円、借入残高 千円）には、下記の財務制限条項が付されており、当該条項に

抵触した場合は、契約上の全ての債務について期限の利益を喪失する可能性があります。 

① 各年度の決算期の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額を、当該決算期の直前の決算期の末

日または平成19年11月期の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額のいずれか大きい方の75％以

上に維持する。 

② 各年度の決算期の末日における連結損益計算書の経常損益について、２期連続して損失を計上しない。

また、その他の条項の主なものとして、担保提供資産、資産譲渡、出資維持等に一定の制限が設けられて

おります。 

(3） 連結子会社である愛而泰可新材料（蘇州）有限公司と東銀利市（香港）有限公司との金銭消費貸借契約

（契約日平成21年３月20日、借入残高 千アメリカドル（ 千円））には、下記の財務制限条項が付

されており、当該条項に抵触した場合は、契約上の全ての債務について期限の利益を喪失する可能性があり

ます。 

① 各年度の決算期の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額を、平成20年11月期の末日における

連結貸借対照表の純資産の部の金額の70％以上に維持する。 

② 各年度の決算期の末日における愛而泰可新材料（蘇州）有限公司の損益計算書の経常損益額と減価償却

実施額の単純合算額について、２期連続して損失を計上しない。 

また、その他の条項の主なものとして、担保提供資産、資産譲渡、出資維持等に一定の制限が設けられて

おります。 

(4） 連結子会社である愛而泰可新材料（広州）有限公司と東銀利市（香港）有限公司との金銭消費貸借契約

（契約日平成21年３月25日、借入残高 千アメリカドル（ 千円））には、下記の財務制限条項が付

されており、当該条項に抵触した場合は、契約上の全ての債務について期限の利益を喪失する可能性があり

ます。 

① 各年度の決算期の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額を、平成20年11月期の末日における

連結貸借対照表の純資産の部の金額の70％以上に維持する。 

② 各年度の決算期の末日における愛而泰可新材料（広州）有限公司の損益計算書の経常損益額と減価償却

実施額の単純合算額について、２期連続して損失を計上しない。 

また、その他の条項の主なものとして、担保提供資産、資産譲渡、出資維持等に一定の制限が設けられて

おります。 

100,000

1,100,000 330,000

428 40,062

428 40,062
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(5） 連結子会社である愛而泰可新材料（広州）有限公司と東銀利市（香港）有限公司との金銭消費貸借契約

（契約日平成23年２月18日、借入残高 千アメリカドル（ 千円））には、下記の財務制限条項が

付されており、当該条項に抵触した場合は、契約上の全ての債務について期限の利益を喪失する可能性があ

ります。 

① 各年度の決算期の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額を、平成22年11月期の末日における

連結貸借対照表の純資産の部の金額の70％以上に維持する。 

② 各年度の決算期の末日における愛而泰可新材料（広州）有限公司の損益計算書の経常損益額と減価償却

実施額の単純合算額について、２期連続して損失を計上しない。 

また、その他の条項の主なものとして、担保提供資産、資産譲渡、出資維持等に一定の制限が設けられて

おります。 

(6） 連結子会社である愛而泰可新材料（蘇州）有限公司と東銀利市（香港）有限公司との金銭消費貸借契約

（契約日平成23年４月28日、借入残高 千アメリカドル（ 千円））には、下記の財務制限条項が

付されており、当該条項に抵触した場合は、契約上の全ての債務について期限の利益を喪失する可能性があ

ります。 

① 各年度の決算期の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額を、平成22年11月期の末日における

連結貸借対照表の純資産の部の金額の70％以上に維持する。 

② 各年度の決算期の末日における愛而泰可新材料（蘇州）有限公司の損益計算書の経常損益額と減価償却

実施額の単純合算額について、２期連続して損失を計上しない。 

また、その他の条項の主なものとして、担保提供資産、資産譲渡、出資維持等に一定の制限が設けられて

おります。 

(7） 当社の株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行を主幹事とするシンジケートローン契約（契約日平成24年３月19日、

借入極度額 千円、借入残高 千円）には、下記の財務制限条項が付されており、当該条項に抵触

した場合は、契約上の全ての債務について期限の利益を喪失する可能性があります。 

① 各年度の決算期の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額を、当該決算期の直前の決算期の末

日または平成23年11月期の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額のいずれか大きい方の75％以

上に維持する。 

② 各年度の決算期の末日における連結損益計算書の経常損益について、２期連続して損失を計上しない。

また、その他の条項の主なものとして、担保提供資産、資産譲渡、出資維持等に一定の制限が設けられて

おります。 

(8） 連結子会社である愛而泰可新材料（蘇州）有限公司と東銀利市（香港）有限公司との金銭消費貸借契約

（契約日平成24年４月３日、借入残高 千アメリカドル（ 千円））には、下記の財務制限条項が付

されており、当該条項に抵触した場合は、契約上の全ての債務について期限の利益を喪失する可能性があり

ます。 

① 各年度の決算期の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額を、平成23年11月期の末日における

連結貸借対照表の純資産の部の金額の70％以上に維持する。 

② 各年度の決算期の末日における愛而泰可新材料（蘇州）有限公司の損益計算書の経常損益額と減価償却

実施額の単純合算額について、２期連続して損失を計上しない。 

また、その他の条項の主なものとして、担保提供資産、資産譲渡、出資維持等に一定の制限が設けられて

おります。 

  

 ４ 保証債務 

 連結子会社以外の会社の金融機関等からの借入金に対して、次のとおり債務保証を行っております。 

なお、連結子会社ALTECH ASIA PACIFIC CO.,LTDへの出資に関して、株式会社三井住友銀行の子会社であるSBCS 

Co.,Ltd及びSMSB Co.,Ltdの出資額等3,472千バーツ（ 千円）（前連結会計年度は3,472千バーツ（ 千円））の

保証を行っております。 

  

1,301 121,673

1,461 136,645

1,150,000 －

957 89,512

保証先  
前連結会計年度 

（平成24年11月30日） 
当第１四半期連結会計期間 
（平成25年２月28日） 

偉路愛而泰可印刷(蘇州)有限公司 千円 12,554 千円 13,936

11,044 9,585
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当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連結

累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。 

  

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成23年12月１日 至 平成24年２月29日） 

配当金支払額 

   

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成24年12月１日 至 平成25年２月28日） 

配当金支払額 

   

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

   
前第１四半期連結累計期間 
（自  平成23年12月１日 
至  平成24年２月29日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自  平成24年12月１日 
至  平成25年２月28日） 

減価償却費 千円 227,253 千円 214,101

（株主資本等関係）

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成24年２月28日 

定時株主総会 
普通株式  57,275  3.00 平成23年11月30日 平成24年２月29日 資本剰余金 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成25年２月27日 

定時株主総会 
普通株式  57,275  3.00 平成24年11月30日 平成25年２月28日 資本剰余金 
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Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成23年12月１日 至 平成24年２月29日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△43,235千円には、セグメント間取引消去△33,112千円、各報告セ

グメントに配分していない全社費用△19,110千円および固定資産の調整額8,988千円が含まれております。

全社費用は、主にセグメントに帰属しない一般管理費であります。 

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

（固定資産に係る重要な減損損失） 

該当事項はありません。 

  

（のれんの金額の重要な変動） 

該当事項はありません。 

  

（重要な負ののれん発生益） 

該当事項はありません。 

   

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

   （単位：千円）

  

報告セグメント 
調整額 

（注）１ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 

（注）２ 
商社事業 

プリフォーム
事業 

その他の 
事業 

計 

売上高             

外部顧客への売上高  2,336,128  764,317  373,239  3,473,686  －  3,473,686

セグメント間の内部売上高 
又は振替高 

 1,563  2,118  56,625  60,307  △60,307  －

計  2,337,692  766,436  429,865  3,533,993  △60,307  3,473,686

セグメント利益又は損失（△）  △26,386  △59,195  21,907  △63,674  △43,235  △106,910
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成24年12月１日 至 平成25年２月28日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△34,501千円には、セグメント間取引消去925千円、各報告セグメ

ントに配分していない全社費用△44,101千円および固定資産の調整額8,674千円が含まれております。全社

費用は、主にセグメントに帰属しない一般管理費であります。 

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

（固定資産に係る重要な減損損失） 

該当事項はありません。 

  

（のれんの金額の重要な変動） 

該当事項はありません。 

  

（重要な負ののれん発生益） 

該当事項はありません。 

   

   （単位：千円）

  

報告セグメント 
調整額 

（注）１ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 

（注）２ 
商社事業 

プリフォーム
事業 

その他の 
事業 

計 

売上高             

外部顧客への売上高  1,755,409  808,418  319,690  2,883,518  －  2,883,518

セグメント間の内部売上高 
又は振替高 

 733  2,158  10,223  13,115  △13,115  －

計  1,756,142  810,577  329,913  2,896,633  △13,115  2,883,518

セグメント利益又は損失（△）  49,851  △12,503  △20,663  16,684  △34,501  △17,816
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１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（注）１．前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在する

ものの１株当たり四半期純損失金額であるため記載しておりません。 

２．当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

  

該当事項はありません。  

  

該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報）

  
前第１四半期連結累計期間 
（自 平成23年12月１日 
至 平成24年２月29日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成24年12月１日 
至 平成25年２月28日） 

１株当たり四半期純利益金額 

又は１株当たり四半期純損失金額（△）  
円 銭 △0 51 円 銭 6 75

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額 

又は四半期純損失金額（△）（千円） 
 △9,659  128,795

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額 

又は四半期純損失金額（△）（千円） 
 △9,659  128,795

普通株式の期中平均株式数（株）  19,091,777  19,091,735

（重要な後発事象）

２【その他】
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該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているアルテック株式

会社の平成24年12月１日から平成25年11月30日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成24年12月１日から平

成25年２月28日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成24年12月１日から平成25年２月28日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、アルテック株式会社及び連結子会社の平成25年２月28日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  
  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成25年４月12日

アルテック株式会社 

取締役会 御中 

東陽監査法人 

  
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 吉 田 光一郎  印 

  
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 鈴 木 裕 子  印 

  
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 原 口 隆 志  印 

注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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